
四 半 期 報 告 書

(第81期第１四半期)

決算短信（宝印刷） 2018年08月09日 09時18分 1ページ（Tess 1.50(64) 20180525_01）



四 半 期 報 告 書

１ 本書は四半期報告書を金融商品取引法第27条の30の２に規定する開

示用電子情報処理組織(EDINET)を使用し提出したデータに目次及び頁

を付して出力・印刷したものであります。

２ 本書には、上記の方法により提出した四半期報告書に添付された四

半期レビュー報告書及び上記の四半期報告書と同時に提出した確認書

を末尾に綴じ込んでおります。
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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第80期

第１四半期
連結累計期間

第81期
第１四半期
連結累計期間

第80期

会計期間
自 平成29年４月１日
至 平成29年６月30日

自 平成30年４月１日
至 平成30年６月30日

自 平成29年４月１日
至 平成30年３月31日

売上高 (千円) 12,821,562 12,662,586 52,253,186

経常利益 (千円) 390,660 170,993 1,497,843

親会社株主に帰属する四半期
(当期)純利益

(千円) 271,824 117,023 1,003,851

四半期包括利益又は包括利益 (千円) 254,316 58,512 941,754

純資産額 (千円) 13,090,496 13,654,974 13,777,935

総資産額 (千円) 37,761,285 40,687,230 38,729,707

１株当たり四半期(当期)純利益
金額

(円) 22.47 9.67 82.98

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 33.2 32.4 34.2

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。

２ 【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループが営んでいる事業の内容に重要な変更はありません。また、

主要な関係会社についても異動はありません。

決算短信（宝印刷） 2018年08月09日 09時18分 6ページ（Tess 1.50(64) 20180525_01）



― 3 ―

第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、財政状態、経営成績の異常な変動等又は、前事業年度の有価証券報告書に

記載した「事業等のリスク」について重要な変更はありません。

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

なお、「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 平成30年２月16日）等を当第１四

半期連結会計期間の期首から適用しており、財政状態の状況については、当該会計基準等を遡って適用した後の数

値で前連結会計年度との比較・分析を行っております。

(1) 財政状態及び経営成績の状況

当第１四半期連結累計期間におけるわが国の経済は、緩やかな景気回復基調で推移いたしましたが、世界経済の

変動による影響等から不透明な状況が続いております。

食品業界におきましては、消費者の安全・安心への意識の高まりや低価格志向継続のほか、競争激化や人手不足

等、厳しい経営環境で推移いたしました。

このような環境のなかで、当社グループにおきましては、販売力の強化、お客様のニーズを捉えた商品開発、お

客様への迅速な対応に努めて参りましたが、日配食品部門の売上高の減少等により当第１四半期連結累計期間にお

ける売上高は、126億6千2百万円(前年同期比1.2％減)となりました。

利益面に関しましては、売上高減少によるほか原材料価格の高騰等により、営業利益は1億7百万円(前年同期比

67.9％減)、経常利益は1億7千万円(前年同期比56.2％減)、親会社株主に帰属する四半期純利益は1億1千7百万円(前

年同期比56.9％減)となりました。

事業部門の区分別の売上高は、次のとおりであります。なお、当社グループの事業は単一セグメントであるため、

部門別により記載しております。

冷凍食品部門につきましては、104億6千4百万円(前年同期比3.0％増)となりました。

日配食品部門につきましては、15億8百万円(前年同期比23.7％減)となりました。

缶詰部門等につきましては、6億8千9百万円(前年同期比0.3％増)となりました。

　

資産につきましては、主に原材料及び建設仮勘定が増加したこと等により、当第１四半期連結会計期間末の総資

産は前連結会計年度末に比べ19億5千7百万円増加し、406億8千7百万円となりました。

負債につきましては、主に買掛金が増加したこと等により、前連結会計年度末に比べ20億8千万円増加し、270億3

千2百万円となりました。

純資産につきましては、主に利益剰余金及び非支配株主持分が減少したこと等により、前連結会計年度末に比べ1

億2千2百万円減少し、136億5千4百万円となりました。

(2) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新た

に生じた課題はありません。

(3) 研究開発活動

当第１四半期連結累計期間の研究開発費の総額は2億1千5百万円であります。

３ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 24,000,000

計 24,000,000

② 【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成30年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成30年８月10日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 12,102,660 12,102,660
東京証券取引所

JASDAQ
(スタンダード)

単元株式数は100株でありま
す。

計 12,102,660 12,102,660 ― ―

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成30年４月１日～
平成30年６月30日

― 12,102,660 ― 1,474,633 ― 1,707,937

(5) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、該当事項はありません。
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(6) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日(平成30年３月31日)に基づく株主名簿による記載をしております。

① 【発行済株式】

平成30年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 4,400

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 12,090,200 120,902 ―

単元未満株式 普通株式 8,060 ― ―

発行済株式総数 12,102,660 ― ―

総株主の議決権 ― 120,902 ―

(注) １ 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が2,000株(議決権20個)含ま

れております。

２ 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式35株が含まれております。

② 【自己株式等】

平成30年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有

株式数の割合(％)

(自己保有株式)
山形県寒河江市幸町４－27 4,400 ― 4,400 0.03

日東ベスト株式会社

計 ― 4,400 ― 4,400 0.03

２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間において役員の異動はありません。
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第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間(平成30年４月１日から平成

30年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成30年４月１日から平成30年６月30日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、EY新日本有限責任監査法人により四半期レビューを受けております。

　なお、新日本有限責任監査法人は、名称変更により、平成30年７月１日をもって、EY新日本有限責任監査法人とな

りました。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

(単位：千円)

前連結会計年度
(平成30年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成30年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 3,408,213 3,648,003

受取手形及び売掛金 ※1 10,229,006 ※1 10,281,300

有価証券 180,000 180,000

商品及び製品 3,359,197 3,431,362

仕掛品 303,011 315,599

原材料及び貯蔵品 1,950,990 2,690,344

その他 598,526 726,026

貸倒引当金 △168,077 △168,077

流動資産合計 19,860,869 21,104,558

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 6,249,422 6,219,897

機械装置及び運搬具（純額） 5,087,456 5,026,582

土地 3,391,053 3,391,053

その他（純額） 197,206 829,556

有形固定資産合計 14,925,138 15,467,089

無形固定資産 65,099 75,561

投資その他の資産

その他 3,879,533 4,040,953

貸倒引当金 △933 △933

投資その他の資産合計 3,878,599 4,040,020

固定資産合計 18,868,838 19,582,671

資産合計 38,729,707 40,687,230

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 ※1 8,088,261 ※1 9,142,471

短期借入金 2,110,000 3,019,647

未払法人税等 278,848 220,252

賞与引当金 409,462 207,792

その他 ※1 5,781,810 ※1 6,615,325

流動負債合計 16,668,382 19,205,490

固定負債

長期借入金 5,547,416 5,109,494

役員退職慰労引当金 235,538 241,208

退職給付に係る負債 1,649,935 1,657,428

その他 850,499 818,634

固定負債合計 8,283,389 7,826,765

負債合計 24,951,772 27,032,255
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(単位：千円)

前連結会計年度
(平成30年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成30年６月30日)

純資産の部

株主資本

資本金 1,474,633 1,474,633

資本剰余金 1,707,937 1,707,937

利益剰余金 9,790,460 9,726,010

自己株式 △4,124 △4,124

株主資本合計 12,968,906 12,904,456

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 421,317 438,230

為替換算調整勘定 25,495 △6,860

退職給付に係る調整累計額 △162,247 △155,956

その他の包括利益累計額合計 284,565 275,413

非支配株主持分 524,462 475,104

純資産合計 13,777,935 13,654,974

負債純資産合計 38,729,707 40,687,230
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

(単位：千円)
前第１四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成30年４月１日
　至 平成30年６月30日)

売上高 12,821,562 12,662,586

売上原価 10,116,612 10,206,024

売上総利益 2,704,950 2,456,561

販売費及び一般管理費 2,370,818 2,349,432

営業利益 334,132 107,128

営業外収益

受取利息 452 99

受取配当金 12,488 13,412

持分法による投資利益 10,839 3,580

補助金収入 47,489 42,214

受取補償金 - 25,823

その他 11,020 5,451

営業外収益合計 82,289 90,581

営業外費用

支払利息 25,555 23,625

その他 206 3,090

営業外費用合計 25,761 26,716

経常利益 390,660 170,993

特別損失

固定資産除却損 10,281 15,821

特別損失合計 10,281 15,821

税金等調整前四半期純利益 380,378 155,171

法人税、住民税及び事業税 240,182 202,574

法人税等調整額 △114,085 △146,154

法人税等合計 126,096 56,419

四半期純利益 254,281 98,752

非支配株主に帰属する四半期純損失（△） △17,542 △18,271

親会社株主に帰属する四半期純利益 271,824 117,023
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

(単位：千円)
前第１四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成30年４月１日
　至 平成30年６月30日)

四半期純利益 254,281 98,752

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 36,628 17,344

為替換算調整勘定 △47,183 △63,443

退職給付に係る調整額 7,321 6,290

持分法適用会社に対する持分相当額 3,266 △431

その他の包括利益合計 34 △40,239

四半期包括利益 254,316 58,512

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 294,978 107,871

非支配株主に係る四半期包括利益 △40,662 △49,358
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【注記事項】

(追加情報)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成30年４月１日 至 平成30年６月30日)

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 平成30年２月16日）等を当第１四半期連結

会計期間の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定負債の区

分に表示しております。

(四半期連結貸借対照表関係)

※１ 四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理をしております。なお、

当第１四半期連結会計期間の末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期手形が、四

半期連結会計期間末残高に含まれております。

前連結会計年度
(平成30年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成30年６月30日)

受取手形 314,952千円 358,878千円

支払手形 1,133,527 1,096,370

その他(設備支払手形) 100,442 82,343

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期

連結累計期間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む)は、次のとおりであります。

前第１四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成30年４月１日
　至 平成30年６月30日)

減価償却費 392,614千円 408,442千円

(株主資本等関係)

前第１四半期連結累計期間(自 平成29年４月１日 至 平成29年６月30日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年６月27日定
時株主総会

普通株式 181,474 15.00 平成29年３月31日 平成29年６月28日 利益剰余金

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。

当第１四半期連結累計期間(自 平成30年４月１日 至 平成30年６月30日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成30年６月26日定
時株主総会

普通株式 181,473 15.00 平成30年３月31日 平成30年６月27日 利益剰余金

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

当社グループの事業は、食品の製造販売並びにこれらの付帯事業の単一セグメントであるため、記載を省略して

おります。

(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前第１四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
至 平成29年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成30年４月１日
至 平成30年６月30日)

１株当たり四半期純利益金額 22円47銭 9円67銭

(算定上の基礎)

親会社株主に帰属する四半期純利益金額(千円) 271,824 117,023

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する
　 四半期純利益金額(千円)

271,824 117,023

普通株式の期中平均株式数(株) 12,098,250 12,098,225

　(注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２ 【その他】

　該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
　

平成30年８月10日

日東ベスト株式会社

取締役会 御中

　

EY新日本有限責任監査法人
　

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 髙 橋 和 典 印

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 鈴 木 克 子 印

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日東ベスト株式

会社の平成30年４月１日から平成31年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間(平成30年４月１日から平

成30年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成30年４月１日から平成30年６月30日まで)に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期

レビューを行った。

　

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日東ベスト株式会社及び連結子会社の平成30年６月30日現在の財

政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべ

ての重要な点において認められなかった。

　

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上

　

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。

　

決算短信（宝印刷） 2018年08月09日 09時18分 19ページ（Tess 1.50(64) 20180525_01）



【表紙】

【提出書類】 確認書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項

【提出先】 東北財務局長

【提出日】 平成30年８月10日

【会社名】 日東ベスト株式会社

【英訳名】 NittoBest Corporation

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長 大沼 一彦

【最高財務責任者の役職氏名】 常務取締役 工藤 象二郎

【本店の所在の場所】 山形県寒河江市幸町４番27号

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所

　 (東京都中央区日本橋兜町２番１号)
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１ 【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

当社代表取締役社長大沼一彦及び当社最高財務責任者常務取締役工藤象二郎は、当社の第81期第１四半期（自 平

成30年４月１日 至 平成30年６月30日）の四半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されて

いることを確認いたしました。

　

２ 【特記事項】

確認に当たり、特記すべき事項はありません。
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